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はじめに

✓令和5年11月22日~令和6年3月29日で実施した事業「令和５年度重要技術管理体制強化事業（貿易管理業務におけるAI適応可能性調
査）」では、貿易管理業務の効率化・業務改善のため、AI技術動向調査、貿易管理業務におけるAI技術導入技術可能性調査を行った

✓本資料は、調査事業の結果報告を目的に、各作業の実施結果を取りまとめたものである
✓本資料は、本業務の受託期間である令和5年11月22日から令和6年3月29日までの状況を調査したものであり、その後に状況が変化した場合に
おいても、弊社は本資料を改定する義務を負うものではない

✓本資料は、本業務の委託者である経済産業省における利用のみを意図したものであり、経済産業省以外の第三者が利用することを意図して作成
されたものではない。したがって弊社は、本資料に記載されている情報を利用したいかなる第三者に対しても何らの責任を負うものではない

本資料の
位置づけ

✓貿易管理業務におけるAI技術（※）の適応可能性を調査し、その成果をもって業務効率化・業務生産性の向上など施策改善の検討にかかる
参考資料とすること
※本事業において、「AI」とは、広義の「AI（Artificial Intelligence）、人工知能）」を指すものとする
主として、情報の整理・分類・検索等の作業に対し、決められた行為や作業の自動化等により、業務の効率化・高度化に資する技術を総称する

目的

✓貿易管理業務に応用可能なAI技術について9つに分類した上で行政への適応事例を調査し、取組概要、効果、課題をとりまとめた
✓共通的な課題としては機密性の高いデータの取り扱い、継続的な運用体制が存在し、貿易管理業務においても考慮の必要あり

調査結果

調査① AI技術動向調査

✓審査、問合せについて机上／ヒアリング調査を実施し、形式審査、問合せ回答支援、DocuWorks有効活用を重点業務として選定
✓貿易管理業務へのAI導入に向けては、業務課題抽出には個別分析が必要、技術・コスト面での実現可能性も要検討という留意点あり

調査② 貿易管理業務におけるAI技術導入技術可能性調査

✓業務内容が多岐にわたる貿易管理業務におけるAI開発の方向性は個別業務分析と全体最適判断できる体制が必要
✓課題としてはソフト、ハード、プロセス面での強化が必要であり、検証、先行開始のステップを踏んだ上での本格開始を推奨

今後の方向性・課題
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1-1. 仕様書と事業全体像のマッピング

➢ 事業全体の流れを検討するために、本事業の仕様書に沿う形で実施すべきタスクを抽出

仕様書

No.1  
AI技術

動向調査

貿易管理業務に
適応可能なAIに関する
動向調査を行うこと

弊社提案の事業全体像

ア

(1)

イ

ウ

エ

ア

イ

(3)

(4)

(5)

(6)

ウ

本システムにおける具体的
なAI技術活用の方向性
及び技術的改善の方向
性を提案すること

No.2
貿易管理業
務における

AI技術導入
技術可能性

調査

AI技術動向調査

行政分野への適用事例整理

対象業務候補の選定

検討すべき業務課題の選定

業務課題を解消・軽減する解決策検討

中長期アクションプラン作成

(2)

(1) (2) (3)

対象業務候補の選定

検討すべき業務課題の選定

業務課題を解消・軽減する解決策検討

オ 中長期アクションプラン作成
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2-1. 貿易管理業務へ適応可能なAI技術調査

➢ 貿易管理業務へ適用可能なAI技術を調査し、自治体におけるAI活用・導入ガイドブック（総務省）を元に整理※

➢ 各AI技術の個別事例を2-2.において体系化して整理

種別

識別

①音声認識

②画像・動画
認識

③文字認識

④数値予測
・カテゴリ分類

⑤マッチング

⑥言語解析
・意図予測

⑦回答生成

⑧行動最適化

⑨作業の自動化

AI技術

音声データをテキストデータに変換する技術

画像や動画データの解析を行う技術

スキャンした書類や写真などの画像から文字を
読み取る技術

過去のデータから未来のデータを予測する技術

ユーザのニーズに最適なアイテムを
自動的にマッチングする技術

自然言語を解析し、その意図を予測する技術

自然言語の質問に対して
自動的に回答を生成する技術

データに基づいて最適な行動を
自動的に提案または実行する技術

ルーチン作業を自動的に実行する技術
（RPAなど）

概要

問合せ（電話）

申請、受理、審査
（添付資料）

申請、受理
（紙申請、添付資料）

審査、通関

審査（案件検索）

審査、通関
問合せ（メール）

問合せ（メール）

申請、受理、
審査、通関

申請、受理
（紙申請）

貿易管理業務

音声アシスタントや自動音声応答による
業務効率と顧客体験の向上

設計書など添付ファイル内の画像認識による
確認作業の自動化や効率化

デジタル化された文書の検索、編集、DBへの
入力の自動化による管理稼働削減

判定結果の提示や自動化による
手続き負荷軽減

マッチングの自動化による
業務負荷軽減、サービスアジリティ向上

申請等の詳細な内容把握を
AIが代替することによる業務負荷軽減

顧客サポートの効率化
サポート対応の24時間365日化

業務プロセスの最適化による業務効率化
（無駄作業の削減）

業務効率の向上、ヒューマンエラーの減少、
コスト削減

効果

（※）自治体における AI活用・導入ガイドブック＜導入手順編＞ ：https://www.soumu.go.jp/main content/000820109.pdf

予測

識別
・予測

実行
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4-2. ヒアリング結果

➢ 輸出承認（バーゼル）の担当審査官へヒアリングを実施（令和6年1月10日、15日の2回実施）

➢ 形式審査については11の業務サブプロセスに分割でき、それぞれの業務内容、課題を抽出

No. 業務サブプロセス

1 申請書類の有無の確認、並び替え

2 輸出承認申請書の形式審査

3 輸出承認申請理由書の形式審査

4 登記簿謄本の形式審査(申請書が法人である場合)

5 特定有害廃棄物等の運搬の手段及び経路(輸出入地点)の詳細を記載した貨物フロー図の形式審査

6 通告書の形式審査

7 その他必要と認められる書類の形式審査

8 宣言書の形式審査

9 特定有害廃棄物等の再輸入を確実に実施するに足る経理的基礎を有することを証する各種書類の形式審査

10 輸出契約書、運搬契約書の形式審査

11 特定有害廃棄物の処分に関する環境の保全の観点から確認を必要とする各種書類の形式審査、送付
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5-1. 概要

➢ 重点対象とした形式審査、検索拡張生成（RAG）による回答支援について仮説立案/評価を検討

➢ 形式審査については4業務サブプロセス（優先度：高）について詳細に検討

形
式
審
査

①輸出承認申請書
の形式審査

②その他必要と
認められる書類

の形式審査

③経理的基礎を有す
ることを証する各種
書類の形式審査

④輸出契約書、運搬
契約書の形式審査

⑤検索拡張生成
（RAG）による

回答支援

対象業務

✓ OCR
（自然言語化）

✓ NER※
（固有表現抽出）

✓ 生成AI

解決策（AI）

✓ 輸出承認（バーゼル）の申請項目
✓ 通告書、契約書

✓ 輸出承認（バーゼル）の申請項目
✓ その他必要と認められる書類（7種類）

✓ 資金調達方法を示す書類
(貸借対照表、損益計算書)

✓ 再輸入等に係る費用の支払誓約書
✓ 再輸入等に要する費用に係る見積書

✓ 輸出承認（バーゼル）の申請項目
✓ 契約書（輸出契約書、運搬契約書）
✓ 輸出に関する手引き（HP上のPDF）

✓ 通達、手引書、FAQ
✓ 問合せへの回答履歴

データ

✓ 通告書は定型フォーマットであり、OCR及び固有表現抽出が比較的容易
✓ 契約書は各社によってフォーマットが異なるため、OCR及び固有表現抽出の
精度は要検証

✓ OCR及び固有表現抽出の結果からルールベースで判定できないものあり

✓ 特別有効期間設定申請書等の定型フォーマットは、OCR及び固有表現抽出
が比較的容易である一方、非定型フォーマットでどの程度の精度が実現できる
かは要検証

✓ 貨物のフロー図など図式化されているものについては、OCRで文字認識はできる
ものの、関係性（矢印の方向 等）を理解するのは困難

✓ 賃借対照表等の非定型フォーマットでどの程度の精度が実現かは要検証
✓ OCR及び固有表現抽出の結果からルールベースで判定できないものあり

✓ 契約書等の非定型フォーマットでどの程度の精度が実現できるかは要検証
✓ OCR及び固有表現抽出の結果からルールベースで判定できないものもあり

✓ 回答精度はデータソースの質と量に大きく依存
✓ ホームページの情報を活用する場合、表や図の情報に対するな加工が必要

実現可能性

問
合
せ

（※）NER：入力となる自然文から組織・地名・製品名などの固有名詞に日時や数量などを加えた固有表現を機械的に取り出す取り組み
例として、ニュース記事から主要な人物や場所を特定、医学的な文書から病名や薬名を抽出することが可能
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（補足）クラウドサービスとオンプレ実装の比較

クラウドサービス・オンプレミス比較

評価項目 クラウドサービス オンプレミス

精度 〇

✓ ベンチマークで高いスコアを持つ最先端のAIモデル
を常に最新の状態で利用できる。

✓ トレーニング用の開発が不要であり、検証の期間を
長く確保することができる。

△

✓ 処理毎に別製品（またはOSS）を利用するため、
それぞれ製品選定を行い性能を維持する必要が
ある。

✓ ソフトウェア開発の期間を確保する必要があり、性
能検証・改善のための期間が短くなる。

コスト 〇

✓ UI等のアプリケーション開発やクラウド環境の維持
費用等は発生するが、OCR、NERの利用料は従
量課金制で利用分のみのコストに抑えられる。

✓ 開発テンプレートやトレーニング用のサービスが整っ
ており、初期構築およびチューニングにかかる費用
が抑えられる。

×

処理毎に以下の費用が発生する。
✓ 既存製品を利用する場合、初期導入費と定額の
ライセンス費用が発生する。また、定型OCR等の
カスタマイズに対して別途費用やリードタイムが発
生する。

✓ OSSを利用する場合、適用先に合わせたソフト
ウェア開発や検証・チューニング作業が必要となる。

保守 〇
サービス事業者により管理されており、サービス継続性
が高い。 △

冗長化等により、サービス継続性を高める事は可能で
あるが費用が増加する。

セキュリティ △
インターネットを経由する必要があるが、国際的な規格
やガイドラインに沿ったセキュリティ機能を保持している。 〇

インターネットを経由せずデータのやり取り等が行えるた
め、セキュリティ面で機密性が高い。

〇：メリット △：デメリットであるが、コストの投入等により対処方法がある ×：デメリット

➢ クラウドサービスで実現する場合は、１つのサービスで環境及び機能の構築が可能

➢ オンプレミスで実現する場合は、処理毎に製品またはOSSを利用し構築する必要あり
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6-1. 調査結果を踏まえたAI技術活用の方向性

➢ 調査結果として重点調査対象業務へのAI適用可能性は十分あり、机上調査で挙げた業務への拡大も検討可能

➢ 貿易管理業務の特性を考慮したAI開発を実施するためのソフト、ハード、プロセスの検討／構築が必要

調査結果 AI技術活用の方向性

机上調査による
適用業務導出

重点調査による
業務内の課題導出

仮説評価
（データ）

仮説評価
（実現可能性）

仮説立案

コスト算出

✓ AI適用候補業務は一定数存在

✓ 業務分析した結果、一定の効果を見込める

✓ AI適用候補業務は一定数存在

✓ 貿易管理業務データのみで解決可能なユースケースが
大半

✓ 既存の技術レベルで実現可能なユースケースが一定数
存在

✓ 既存システムがクラウド化予定であり、クラウドサービスを
活用できるため、費用の柔軟化が可能

AIにより業務効率化の効果を導出可能な業務課題は一定数存在し、
クラウドサービス活用により技術・コストともに実現可能性が十分ある

業務内容が多岐にわたる貿易管理業務では個別業務分析と全体での優先度を
考慮した上でのAI機能開発を実現するためのソフト、ハード、プロセスが必要

ソフト
（運用体制）

各部署の個々業務
の分析

貿易管理部全体と
しての優先度判断

AI機能開発/運用

方
向
性

課
題

各部署からの発案

実現可能性、費用対効果
の高い解決策への絞込

AI実装後の定期的な
評価・改善

✓ 利用者部門からニーズを抽出、貿易管理部全体としての判断を
下し、優先度に応じたAI開発を実施可能な運用体制

ハード
（開発環境）

✓ 検証等を考慮し、初期投資を抑えた機能追加が可能な仕組み
✓ 機密性の高いデータも取り扱い可能な仕組み

プロセス
✓ ソフトとハードを活用し、継続的かつ非属人的なAI開発が実行
可能なプロセス
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6-2. AI技術活用の方向性の具体案 ～ソフト、ハード～

➢ ソフト面では適用効果の仮説検討／検証のために、ユーザ部門も含めたアジャイル開発体制の構築が必要

➢ ハード面では低コスト高アジリティを実現するために、クラウドベースのAI環境が必要

ソフト（運用体制） ハード（環境）

ユーザ部門も含めたアジャイル開発体制
①継続的な開発体制による定期的なAIモデルのアップデート
②短サイクル開発による変更・改善の迅速な反映
③利用者部門との密な連携によるニーズの適切な取込

クラウドベースのAI環境
①クラウドサービスを活用した極力作らないAIモデル
②業務特性に応じて種々のクラウドサービスの使い分けが可能な環境配置
③既存システムとのセキュアな接続
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（参考）運用体制 ～特許庁事例～

➢ 特許庁の事例では、プロジェクトチームによる意思決定、各個別プロジェクトによるAI活用等に向けた検討、支援組織
（共通機能担当）による伴走型の支援が可能な組織構成を目指している

特許庁における体制案

参照元URL：https://www.jpo.go.jp/system/laws/sesaku/ai_action_plan/document/ai_action_plan-fy2022/sanko_2.pdf














